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NAVIGATION & SOLUTION

C O N T E N T S

要  約 1	 製造業では、電動化やデジタル化の進展に伴い、ハードウエア自体の付加価値は
低くなり、従来のハードウエア中心の売り切りビジネスだけでは限界が近づいて
いる。サービス領域が拡大しており、販売台数から総稼働台数ビジネスの時代に
移りつつある。

2	 自動車領域では、OSとアプリのビジネスモデル、OTAなどによるハードウエア
販売後のサービス収益のビジネスモデルが登場している。自動車業界では、各社
OSの開発に注力しているが、Googleが開発した車載OSを導入するOEMも多い。
モバイルのビジネスモデルと同様、Googleは自動車領域においてもサービス展
開を目指す。また、OTAビジネスでは、Google、Microsoftは、OSおよび開発
ツールを無料あるいは安価で広く提供、他力で資産を築き上げ参入障壁を構築す
るビジネスモデルによりデファクトスタンダードを確立して、高い収益を実現し
ている。

3	 今後、製造業は、付加価値や競争環境の点から、ハードウエアを起点にソフトウ
エアを活用した顧客への継続的付加価値ビジネスへの転換が重要となる。製品
（ハードウエア）、サービス、ソリューションの3つの観点から、顧客との関係性
を高めていく必要がある。

Ⅰ　製造業・自動車メーカーの従来型ビジネスモデルの限界
Ⅱ　車載OSが変える製造業・自動車メーカーの付加価値と差別化戦略
Ⅲ　OTAが切り拓く新たなビジネスモデル
Ⅳ　製造業の取るべき方向性とその課題

車載OSやOTAサービスに見る
製造業の未来と方向性
ソフトウエアによる継続的付加価値モデルへの転換

肥後盛史 石黒裕太郎 松原輝王
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Ⅰ	製造業・自動車メーカーの
	 従来型ビジネスモデルの限界

近年、自動車メーカーに代表されるハード
ウエアを売り切るという製造業の従来ビジネ
スモデルが限界に近づいてきている。本章で
は、その事業環境変化と背景について概説す
る。

1	 従来のハードウエア中心の
	 売り切りビジネスの限界─
	 販売台数から総稼働台数の時代へ

これまで自動車メーカーなどの製造業で
は、ハードウエアを売り切り、販売台数をよ
り多くすることが重要な指標となっていた。
車両開発やエンジン開発など、ハードウエア
自体が参入障壁となるような事業環境下では
有効なビジネスモデルであった。

しかしながら、現在、製造業では電動化や
デジタル化、サービス化などが急速に進展し
つつあり、従来の付加価値からの変化が生じ
ている。

電動化やデジタル化は参入障壁を低くし、
新規プレイヤーの参入を促す可能性が高い。
たとえば、モビリティ業界では新興EVメー
カー、建設機械業界では三一重工（Sany）
のような新興メーカーがシェアを拡大しつつ
あり、付加価値の高いほかのバリューチェー
ンを取り込む戦略に移行せざるを得ない事業
環境が背景としてある。

一方で、顧客の観点では、ハードウエアの
提供だけでは顧客の課題が解決できず、価格
以外の差別化が困難な状況にもなりつつあ
る。

そのような環境に加えて、デジタル技術の

進化により、車両や稼働状況のリアルタイム
での把握、自動走行や遠隔操作といった自動
化や効率化、5Gなどの通信技術の進展やそ
のネットワークを活用したコネクテッドサー
ビスなども実現可能になりつつある。

製造業では、車両や機器、設備などの「販
売台数」から、バリューチェーン全体をスコ
ープとした「総稼働台数」の時代へ移りつつ
ある。

2	 サービスビジネスへの転換
そのような環境変化の中、ハードウエアを

起点に継続的なサービスを展開する動きが見
られる。

自動車・モビリティ業界では、「Google 
Automotive Android OSの搭載とGoogle Au-
tomotive Service採用」が開始され、「定期的
に新機能を追加するワイヤレスのソフトウエ
アアップデートのOTA（Over The Air）サ
ービス」を事業化する動きが進展している。

スマートフォンの世界で一般的な、通信を
通じたiOSやAndroid OSの定期的なアップデ
ート、順次展開されるアプリの追加インスト
ールといった機能拡張が、自動車の世界でも
実現されつつある。Google Automotive Ser-
viceが2020年にボルボのEVブランドである
Polestarに搭載され、今後、採用が拡大して
いくと予想される。ユーザーは、Google 
MapやGoogle Storeなどのサービスをシーム
レスに利用でき、一方、自動車メーカーらは
汎用的なAndroid OSをベースに、より多く
のサードパーティーと独自のサービス提供が
可能となる。

また、テスラや中国EVメーカーのような
新興企業は、先行してこれらに類似した機能
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る。そこで、このような潮流に対して、どの
ようにビジネスモデルを変革し、どのような
方向性を取るべきか、ハードウエアとソフト
ウエアの観点から提言する（図 1 ）。

Ⅱ	車載OSが変える製造業・
	 自動車メーカーの付加価値と
	 差別化戦略

本章では、Googleの車載OS戦略について
概説する。

1	 自動車業界でも存在感を増す
	 Android Automotive OS

Android OSはスマートフォンに利用され
るためにつくられたOSである。Androidは
既に、世界的にスマートフォンの領域で 6 割
以上のシェアを持っている。一方、スマート
フォン以外の領域にも搭載されており、特に
昨今ではスマートテレビへの搭載が目立つ。

を実現し、従来の「物売り」事業からOTA
を通じた「サービスビジネス」への転換を図
っている。従来のハードウエア売り切りと比
較して利益率が高く、継続的に付加価値を高
めることが可能で、従来のビジネスモデルが
変わりつつある。

自動車領域においてもOS（オペレーティ
ングシステム）とアプリのビジネスモデル、
OTAなどによるハードウエア販売後のサー
ビス収益というビジネスモデルが登場してき
ている。

次章以降、大きな潮流である製造業におけ
るOSの動向とサービス展開、OTAによるソ
フトウエア起点の継続的な付加価値モデルに
ついての詳細を説明する。

一方で、従来の日本企業は、このようなプ
ラットフォーマーとの協業やOSを起点とし
たサービス展開、OTAを通じた継続的な付
加価値提供ビジネスへの取り組みが遅れてい

図1　販売台数から総稼働台数へのビジネス転換

事業スコープ
（台数など）

機能

総稼働台数

製品販売 ファイナンス

バリューチェーンビジネスの実現性の高まり

アフター
サービス・
提案・支援

ほか（OTAなど）

販売台数



61車載OSやOTAサービスに見る製造業の未来と方向性

イフサイクルを管理しながら複数人で開発を
推進していく。中でもAndroid Studioと呼ば
れるGoogleから無償提供されているEDIを利
用し、ソフトウエアを開発することが可能で
ある。そのため、EDI、開発者用のライセン
スを購入する必要がなく、開発を進めること
ができる。

また、Android OSでは、Javaベースのフ
レームワークを利用しながら開発を進めるこ
とができる。Javaは世界で最も扱えるエンジ
ニアが多いとされる言語であり、大規模開発
が発生した場合でも、エンジニアを集めるこ
とが容易である。そのため、アプリ開発時の
エンジニアリングコストを最小化できる。

（3）	 ソフトウエアの再利用率の向上

Android OSでは、スマートフォンと同様
のUIやアプリのフレームワーク（部品群）
を利用することができる。そのため、開発者
がアプリケーションを開発する際、UIに関
してのソフトウエアの開発コスト低減をする
だけでなく、既存のフレームワークを再利用
しながら、効率的に開発することができる。

ソフトウエアの再利用は、エンジニアのメ
リットだけでなくユーザーメリットも大き
い。自動車のユーザーは、日常で使い慣れた
スマートフォンのUIに慣れ親しんでいる。
そのため、自動車でも同様の使い勝手を実現
できるAndroid OSの利用が進めばユーザー
ビリティも向上しやすく、開発者、ユーザー
双方のメリットが大きい。

昨今では、より自動車の領域に特化した
「Android Automotive OS」というOSが登場
している。これは自動車に組み込まれた

スマートテレビでは、YouTube、Netflixな
どの各種コンテンツをダイレクトに視聴でき
るだけでなく、スマートフォンで楽しんでい
たコンテンツを大画面に投影することができ
る。もちろん、Googleが提供している音声対
話サービスに対応している製品もあり、Google
が提供しているコンテンツをテレビで楽しむ
こともできる。

上記ではテレビでの搭載事例を挙げたが、
昨今の自動車業界でもAndroid（Google）の
台頭が著しい。自動車業界では、20年ほど前
は各Tier1が独自に開発したLinuxベースの
組込OSを搭載し、ナビやコクピットシステ
ムを実装することが多かった。しかし、
Androidが登場した2008年頃以降、車載ソフ
トウエアの領域で盛んにAndroidが利用され
るケースが目立つようになる。筆者はAndroid
の利用が盛んになったのは次の 3 点が主な理
由ではないかと考えている。

（1）	 用途に応じたカスタマイズが可能な

	 アーキテクチャ

Android OSは、オープンソースソフトウ
エア（OSS）ベースのアーキテクチャとなっ
ており、用途に応じてOSのカーネルレベル
でカスタマイズが可能となる。そのため、イ
ンテグレーション対象のハードウエアリソー
スに応じてカーネルを自在にコントロールす
ることができる。ハードウエアリソースがコ
ストの観点で限られる自動車のようなデバイ
ス環境では最適なOSではないかと考える。

（2）	 エンジニアリングコストの最小化

通常のソフトウエア開発であれば、統合開
発環境（EDI）を利用し、ソースコードのラ
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ブランドである、Polestarの事例を取り上げ
る。

Googleとの協調を選んだボルボ

ボルボは、2017年に次世代のコネクテッド
カー技術に関してGoogleと提携を発表。その
後、20年より既に量産されているPolestar2
にボルボグループで初となるGASを搭載し
た機種を投入した。Polestar2では、GASの
主な 3 つの機能をすべて搭載している。さら
に、21年 3 月には、ボルボのXC60やV90と
いったメイン機種にも投入を発表しており、
22年モデルに拡大採用する計画である。

Polestar2の販売時に、PolestarのCEOであ
るトーマス・インゲンラート氏はGASを採
用した背景を次のように語っている。「従来
の自動車産業は、こうしたものを自社開発し
なければならないと考え、失敗してきた。な
ぜならコアビジネスではないからである」。
本コメントより、ボルボはAI技術をコモデ
ィティ領域と捉え、最良のパートナーととも
に開発するということを宣言したと筆者は捉
えた（図 2 ）。

3	 GASのOEM採用背景と
	 そのインパクト

前 節 で は、Android Automotive OS採 用
の利点、GASでできること、協業した理由
について述べた。本節では、GASの採用背
景と投入後のインパクトについて述べる。

筆者はGAS採用を選択するOEMの背景と
して大きく次の 3 点が挙げられると考える。

（1）	 インフォテインメント領域の差別性

音声認識による対話システム（AIエージ

Androidベースのインフォテインメントシス
テムであり、ナビアプリ、駐車場アプリ、充
電アプリなどの車載のユースケースに特化し
た車載アプリを、Android上にあるソフトウ
エアライブラリを利用した自動車会社が開発
可能となっている。

車載アプリだけでなく、スマートフォンと
の連携も容易であり、運転中のメッセージ読
み上げ、通知するなどのアプリも自在に開発
することができる。

2	 Google Automotive Service
	 （GAS）の開始

前節では、Androidのエコシステム、自動
車への搭載について述べた。ここでは、アプ
リケーションレイヤーで活用が進むGoogle 
Automotive Service（GAS）について述べ
る。

GASの特徴を一言で述べると、スマート
フォンで利用しているGoogle Map、Google 
Assistant、Google Play Storeのアプリがス
マートフォン連携なしで利用可能な点であ
る。

自動車会社はこの 3 つのアプリをアプリ開
発なしでGoogleより提供可能となっており、
ユーザーにとっては、スマートフォンの利用
方法をそのまま踏襲しているアプリであるた
め、ユーザービリティが格段に向上する。
GASの強みはGoogleのサービスをダイレク
トに提供されるだけでなく、車載連携を意識
したアプリを自動車会社が開発できるという
点もメリットが大きい。なお、GASを利用
するためには、Android Automotive OSが
搭載されていることが必須である。

GAS採用の事例として、ボルボの高級車
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そのため、すべての自動車メーカーで投資コ
ストを捻出することができず、必然的にイン
フォテインメント領域に対し、投資対象かど
うかが迫られる。

また、自動車業界では、インフォテインメ
ント領域だけでなく、電動化対応や自動運転
技術の開発などほかの領域にも多分に投資が
必要となる。そのため、一定の自動車メーカ
ーではインフォテインメント領域に投資をせ
ず、インフォテインメント領域に他社製品を
丸ごと投入する判断を下した。

（3）	 ソフトウエアエンジニアの

	 ハイアリング難航

自動車業界では、ソフトウエアエンジニア
のハイアリングを 5 年ほど前から積極的に行
っている。しかし、世界的なDXの流れを受
け、ソフトウエア人材はIT業界全体で不足
している。さらに、日本国内では、2025年ま
でに40万人以上、IT人材が不足するといわ
れている。

ェント）や高精度マップなどのソリューショ
ンが自動車へも応用されようとしているが、
既にスマートフォン、インターネットの領域
で開発済み。同様の技術を自動車へ転用する
考えがある自動車メーカーにとっては、イン
フォテインメントの機能的な差別性がないと
判断した。その結果、技術確立が著しく、か
つ車載OSである、Android Automotive OS
を保有しているGoogleの製品をアプリケー
ションレイヤーでも採用する判断を下す。

（2）	 インフォテインメント領域への

	 投資コストの捻出不可

投資体力のある自動車メーカーでは、イン
フォテインメント領域の大部分を内製する動
きが見える。車載ソフトウエアだけでなく、
IT基盤、データレイクなどのクラウドシス
テムの開発までも、自社主導で推進してい
る。ただ、車載ソフトウエアの領域の内製化
は、従来の自動車業界では投資が薄く、ヒ
ト・モノの観点で莫大な投資が必要となる。

図2　GASとAndroid Automotive OSの関係
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4	 今後の付加価値とAndroid OSと
	 GASに対する差別化戦略（協調と
	 競争、独自性）

ここまで、Googleの自動車事業の進め方、
現状について述べてきた。本節では、今後、
自動車業界がAndroidとGASに対し、どのよ
うな差別化を行い、インフォテインメントを
含めたソフトウエア開発戦略でどのようにす
るべきかという点について述べる。筆者は大
きく 3 点の差別化要素があると考えている。

（1）	 ソフトウエアの車載品質の追求

自動車のソフトウエアには人命にかかわる
制御も多い。また、コクピットシステムの領
域にも、法規部品（メーターなど）となるケ
ースが多く、品質の評価基準が通常のソフト
ウエア開発と比較して厳しい。自動車メーカ
ーは自社で保有している車載品質の考え方に
立ち戻り、自分たちの強みとしていた安全・
安心なクルマづくり、ソフトウエアづくりを
推進することで、ITジャイアントとの差別
化、ユーザーの信頼を勝ち取ることができ
る。

（2）	 プライバシーなどの法規対応

前節でも記載したが、GAS上で生成され
たデータについてはGoogleと共同所有とい
うことになる。エンドユーザーに対し、デー
タを何に利用するかの合意形成、二次利用に
対する同意を得ていくと同時に、データの保
管についてのポリシーを定め、安全にデータ
を管理できることをユーザーに訴求すること
で、自動車のコネクティビティに対する安全
性を訴求する。その結果、自動車メーカーと
ユーザーの間に信頼関係を構築することがで

そのため、市場環境的にもソフトウエア人
材のハイアリングが難しく、特に自動車業界
のようなソフトウエア領域をアウトソーシン
グに頼っていた業界がいきなりハイアリング
しようとしても、処遇制度、キャリアパスが
未整備であるため、ソフトウエア人材からす
れば魅力的な企業像に映りにくいのではない
かと考える。

こういった 3 つの理由よりGAS採用のメ
リットは特定の自動車メーカーにとって、非
常に大きなものとなるだろう。一方、インフ
ォテインメント領域をすべて他社へアウトソ
ーシングする場合はリスクも大きい。現時点
では採用機種が少なく、市場に投入されてい
る自動車も少ないため、デメリットは見えに
くい。ただ、実際にGAS上で発生したデー
タについては、自動車メーカーが作ったアプ
リケーション上であっても、データの版権が
Googleとシェアされることが契約上盛り込
まれている。つまり、GASが利用されると、
Googleは自動車メーカーのユースケースと
利用実績、履歴などすべての情報を取り入れ
ることができるのだ。

過去のGoogleのビジネスモデルについて
は割愛するが、Googleはユーザーデータを利
用し、さまざまなコンテンツを最適化し、広
告も最適化させることで収益を得てきた。実
際に自動車業界のデータを取得することで、
広告ビジネスの拡大だけでなく、自動車メー
カーが事業開発を行っているMaaS（Mobility 
as a Service）領域の事業開発も狙っている
のではないかと筆者は考える。
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存のソフトウエア産業にはないものも多く、
各自動車メーカーは安全性を担保するため
に、モノだけでなく、ヒトの観点でもケイレ
ツ構造を築いてきた。ケイレツ構造に対し、
品質の保証を部分的に求め、護送船団方式で
品質を保証してきた。いってしまえば、テク
ノロジーだけでなくオペレーションと組織力
で車載品質をカバーしてきたのだ。車載OS
についても、クルマにインテグレーションを
し、ユーザーがクルマを運転中に利用すると
いう点では、過去に築いてきたオペレーショ
ンと組織力でカバーせざるを得ないシーンが
多分にあるのではないか。

Ⅲ	OTAが切り拓く
	 新たなビジネスモデル

本章では、OTAが切り拓く新たなビジネス
モデルについて論じる。モビリティ業界にお
けるE/Eアーキテクチャの変化のトレンドと
OTAビジネスの関係性について触れた後、
モビリティ業界以外のOTAビジネスの事例と
して、スマートフォン業界におけるGoogle・
Androidと、PC業 界 に お け るMicrosoftの
Windows・Office製品の事例を分析する。そ
の上で、モビリティ業界においてOTAビジネ
スで成功するための戦略について筆者の考え
を述べる。

1	 モビリティ業界における
	 E/Eアーキテクチャの変化と
	 OTAビジネス

はじめに前提事項として、E/Eアーキテク
チャの変化のトレンドとOTAビジネスの関
係性について概説する。

き、ユーザーは多少のコストを払っても自動
車メーカーが開発したソフトウエア搭載車を
購入するきっかけとなる。

（3）	 車載OS・ソフトウエア化による

	 原価低減と半導体戦略

車載OSを自社で開発することにより、ア
ーキテクチャが統一できる。具体的には、機
種、MY（モデルイヤー）ごとにソフトウエ
アの開発、半導体の戦略を見直す必要がな
い。本来であればソフトウエアは資産流用が
前提で開発されることが多い。詳しくは後述
するが、Microsoftにおけるソフトウエアの
ビジネスモデルが良い例となる。半導体とソ
フトウエアをセットで考え、基本的なアーキ
テクチャを決める。半導体の成長戦略を睨み
ながら、ソフトウエアの機能拡張を行うこと
で、安定的な開発ができるとともに、基本的
な機構は機種によらず一定にすることで大規
模な調達がかけられ、安価にハードウエアを
調達することが可能となる。車載OSを開発
することは、機能拡張によりユースケースや
付加価値を増やすだけでなく、一括企画など
による原価低減も可能だということを念頭に
開発を推進すべきだと考える。

完成車メーカーでは、この 3 点を中心に車
載OSの開発を推進すべきと考える。筆者の
考えとしては、車載OSは必ず完成車メーカ
ー主導で開発する必要があると考える。

理由は本節で述べた（ 1 ）の要素が大き
い。自動車は人命を預かるものであるため、
試験のプロセス、冗長化の考え方など、自動
車ならではの品質の考え方が必要なのではな
いかと考える。自動車の品質の考え方には既
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担うゾーンゲートウェイと負荷の高い処理や
制御を行う高性能な中央コンピュータによっ
て構成されるアーキテクチャが検討されてい
る。いずれにしても、各所に点在していた
ECUを集約し、少数の高性能なコンピュー
タに複数の機能を担わせるというアイデアは
同様だ。

こうしたE/Eアーキテクチャの変更によっ
て期待できることの一つが、ソフトウエアア
ップデートによる機能追加・向上である。前
述のようなアーキテクチャの下では、個別の
機能に対してECUとソフトウエアを一体開
発するのではなく、ECUの上にミドルウエ
アとして車載OSを搭載し、その上で個別の
機能を実現するソフトウエアを動かすことで
各種の機能を実装する。このようにハードウ
エアとソフトウエアの分離を進めることで、
ソフトウエアの追加や更新を容易に行うこと
ができるようになり、ハードウエアの更新・
モデルイヤーに縛られずにOTAによる機能
追加・向上が可能となる。

OTAによる機能追加・向上が可能になる
と、自動車の買い替え以外のタイミングで連
続的に付加価値が向上するようになる。これ
を背景としたビジネスモデルの変化の一つ
が、都度支払いやサブスクリプションによる
課金モデルである。既にテスラが先行してい
ることであるが、機能追加をOTAで行い、
その代金を自動車の購入時ではなく、アップ
グレードのタイミングや定期支払いの形で回
収するモデルだ。これにより、従来のハード
ウエア売り切りと比較して、継続的に顧客満
足度を高めながら安定的に収益を得ることが
できる。

こうしたビジネスモデル変革を行い、成功

現在の自動車のE/Eアーキテクチャの主流
はECU点在型アーキテクチャであり、エン
ジン制御、ブレーキ制御、ミラー制御、ドア
ロック制御など、自動車の各機能に対し、そ
れぞれ最適化されたECUが割り当てられて
いる。各機能を実現するソフトウエアは、
ECUごとに独立でスクラッチ開発がなされ
ており、結果として各機能間の連携・協調制
御の困難さ、開発工数の増大につながってい
る。これは自動車の機能の増加に合わせて必
要なECUを追加していったためであり、あ
る意味、順当な進化の結果であるともいえ
る。しかし、今後、自動運転を筆頭に、自動
車機能のさらなる高度化を見据えたときに、
現在の延長線で開発を続けていけば既に逼迫
している開発工数があふれることは自明であ
り、アーキテクチャの変更が必要であること
は明確である。

こういった問題の解決策として考えられて
いるのが、ECUの集約・高性能化である。
まず、次世代のE/Eアーキテクチャとして開
発が進められているのがドメイン制御アーキ
テクチャである。ドメイン制御アーキテクチ
ャでは、パワートレイン制御、ボディ制御、
インフォテインメント制御などの機能ドメイ
ンごとに、従来、細分化されていたECUを
集約した高性能なドメイン・コントローラ
ECUが配置され、それらをつなぎドメイン
間の通信・協調制御を担うゲートウェイが搭
載される。ドメイン制御アーキテクチャによ
って、搭載されるECUの数が少なくなり、
データの流れも整理されるため、開発の効率
化が期待できる。また、将来的にはゾーン制
御アーキテクチャとして、さらに中央への演
算能力の集約化を進め、各ゾーンへの通信を
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するためには、従来と異なる戦略が必要とな
る。OTAによるサービスビジネス化は、自
動車業界にとってこれまでやってこなかった
チャレンジングな取り組みであり、特に日系
OEMに関しては、テスラのような新興プレ
イヤーの後塵を拝している状況にある。一方
で、ソフトウエアの追加・更新によって収益
を上げるビジネスモデルは、スマートフォン
やPCの領域で既に先例がある。以降では、
スマートフォンやPCの領域におけるOTAビ
ジネスを分析し、その上でOEMが取るべき
戦略について論じる。

2	 スマートフォン業界における
	 Google・AndroidのOTAビジネス

まずは、スマートフォン業界における
Google・AndroidのOTAビジネスについて
分析する。

周知のように、スマートフォンの購入直後
は、メーカーによってプリインストールされ
ている少数のアプリがあるのみであり、自分
の好みのアプリをインターネット経由でイン
ストールすることで、欲しい機能を簡単に追
加することができる。まさにOTAによる機
能追加である。

Googleは自社でNexusやGoogle Pixelとい
ったスマートフォン自体も販売しているが、
スマートフォン業界で主に行っていることは
AOSP（Android Open Source Project） の
主 導 と、GMS（Google Mobile Service） の
提供である。

AOSPでは主にAndroid OSを提供してい
る。その名の通り、オープンソースプロジェ
クトであるため、提供されたAndroid OSは
誰でも無償で利用できる。各スマートフォン

メーカーは、AOSPで提供されたAndroid 
OSを利用することで、一からOSの開発をす
ることなく、スマートフォンをつくることが
できる。

GMSはGoogleのアプリやAPIをまとめた
もので、Android搭載端末にプリインストー
ルできるサービスである。具体的には、
Google検索、Google Chrome、YouTube、
Google Play Storeなどが含まれる。こちら
は利用にライセンスが必要であるが、各スマ
ートフォンメーカーはGMSを利用すること
で、スマートフォンに必要不可欠な検索やブ
ラウザ、地図に加え、豊富なGoogle Play 
Storeのアプリを使えるようにすることがで
きる。

ここから見えるGoogleがAndroidを通じて
得られる主な収益は 3 つある。①自社既存
サ ー ビ ス（Google検 索、Google Chrome、
YouTubeな ど ） を 通 じ た 広 告 収 入、 ②
Google Play Storeの課金手数料収入、③
GMSのライセンス登録の試験料、である。

①はGoogleのビジネスの根幹である広告
収入であり、GMSに含まれるGoogle検索、
Google Chrome、YouTubeなどを通じて広
告収入を得ている。②ではGoogle Play Store
の有料アプリや課金アイテムなどの集金を代
行し、その手数料収入を得ている。③はスマ
ートフォンメーカーがGMSを利用する場合
の試験料である。GMSを利用する場合、
GMSのライセンス自体は無料であるが、
Googleはハードウエアに一定の要件を定め
ており、ライセンス登録には販売する機種ご
とに互換性テストをクリアする必要がある。
Googleは試験料を明らかにしていないが、試
験は有料である。
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Google Play Storeを用意することで、他力
で自動的にAndroid OSの価値が上がってい
く構図をつくり上げたのである。

3	 PC業界におけるMicrosoftの
	 ITプラットフォームビジネス事例

次に、MicrosoftのWindowsとOffice製品の
ビジネスについて分析する。

周知のようにMicrosoftは、OSのWindows
とともに、WordやExcel、PowerPointをはじ
めとしたOffice製品を提供している。Office
製品には「Microsoft Office 2019」などの買
い切り型のものと、2011年から登 場した

「Microsoft 365」「Office 365」といったサブ
スクリプション型のものがある。どちらも
Windowsアップデートを通じてインターネッ
ト経由でセキュリティ関連のアップデートや
不具合の更新などが行われるが、特に後者の
サブスクリプション型は月次のアップデート
で機能の追加が行われ、常に最新機能の
Office製品が使えることを売りにしている。
いずれもOTAによるソフトウエアの追加・
更新である。

WindowsやOffice製品の詳細は解説するま
でもないと思われるため割愛するが、どちら
もトップシェアでMicrosoftの収益の柱とな
っている。このWindowsとOffice製品が成功
した要因の一つは、1995年に発売された
Windows 95にOffice製品をプリインストー
ルしたことであると考えられる。

Windows 95の 発 売 以 後、Microsoftは
WindowsおよびOffice製品のシェアを急激に
伸ばしている。これはWindows 95にOffice
製品をプリインストールし、ビジネスユース
に必要な機能を購入直後から使えるようした

Googleがこのビジネスに成功した要因は、
Android OSを自社主導で開発した上で無償
で公開したこと、そして開発言語としてJava
を選択したことの 2 点であると考えられる。

1 点目については、Android OSを無料で
提供してデファクトスタンダードを取った上
で、多くのスマートフォンにGMSをプリイ
ンストールさせることで、効率的に自社サー
ビスへ誘導できている。これは上記①、②、
③すべてに共通して収益増加に寄与してい
る。

2 点目は、開発言語としてJavaを選択した
ことが、最終的にはAndroid自体の価値を上
げることにつながっている。Javaは最もポピ
ュラーなプログラミング言語の一つであり、
開発者が集まりやすい。結果としてさまざま
なアプリが作成され、多くの手数料収入につ
ながっている。それだけではなく、多くの開
発者によってつくられた豊富なアプリ群が
Google Play Storeの価値となり、ひいては
Androidの価値につながっている。後発でほ
かのOSやアプリ配信ストアをつくろうとし
ても、既に積み上がったアプリ資産に追いつ
くことは困難であり、大きな参入障壁となっ
ている。これによって上記②でGoogle Play 
Storeより安定的に手数料収入を得ることに
加え、③についてもGMSを入れざるを得な
いため、スマートフォンメーカーから機種ご
とのライセンス登録試験料が安定的に入って
くるという構図ができ上がっている。

特に②について考える上では、Googleはベ
ースとなるAPIを提供しているのみで、豊富
なアプリ群はGoogle以外の法人・個人によっ
てつくられているという点も重要だ。Google
は開発ツールと開発者が儲けられる場として
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ことで普及率が一定の水準に達し、ネットワ
ーク外部性によって普及速度がレバレッジさ
れる状態になったことが大きいと考えられ
る。ビジネスでファイルをやり取りする際
に、作り手がOffice製品でファイルを作成し
た場合、受け手もOffice製品を必要とするた
めに、一定数のOffice製品ユーザーの存在に
よって、Office製品を使う価値が向上したの
である。

これによってWindowsとOffice製品の地位
は一気に向上した。さらに、一度広く普及し
たことによって、多くのビジネスパーソンが
Word、Excel、PowerPointでファイルを作
成することになり、そのファイル群がそのま
ま資産として積み上がっていった。一度
Office製品でつくられたファイル群が積み上
がってしまえば、たとえ同様の文書作成や表
計算ソフトがあっても互換性がないために、
スイッチングコストが高く、乗り換えは起こ
らない。

こうしてデファクトスタンダードの立ち位
置を確立したMicrosoftは、Office製品にサポ
ート期限を定め、定期的な買い替えを促すこ
とで安定的に収益を得てきた。また、新たな
収益モデルとして、従来の買い切り型に加
え、サブスクリプション型のOffice製品の提
供を開始している。サブスクリプション型の
Office製品では、イニシャルコストを下げる
ことで間口を広げるとともに、継続的なアッ
プグレードで顧客満足度を高めている。サブ
ス ク リ プ シ ョ ン ビ ジ ネ ス で はLTV（Life 
Time Value：顧客生涯価値）が重要となる
が、前述のように一度利用し始めれば、利用
期間が長くなるほどスイッチングコストが高
くなっていくために、他製品への離脱が起こ

りづらく、離脱率を低く保ちLTVを高くす
ることができる。

このMicrosoftの事例では、Office製品は顧
客に対する価値提供のツールであると同時
に、ビジネスパーソンにファイル資産を作成
させ、参入障壁を築くためのツールでもあっ
た。前述のGoogleの事例と同様に、他力で資
産を構築し、自動的に価値が向上する仕組み
をつくり上げたのだ。

4	 モビリティ業界においてOTA
	 ビジネスで成功するためには

ここまでGoogleとMicrosoftの 2 つの事例
を見てきた。この 2 社は、料金の回収モデル
こそ異なっていたものの、図 3 にあるよう
に、 共 通 す る 構 造 が あ っ た。Google、
Microsoftはそれぞれツール提供者の立ち位
置であり、①OSおよび開発ツールをソフト
ウエア開発者に無料あるいは安価で広く提
供、②ツールによって他力でソフトウエア資
産を築き上げ参入障壁を構築、という構図が
あった。エコシステムの資産の蓄積によって
参入障壁を築くことができれば、定期更新で
もソフトウエア配信プラットフォームの手数
料収入でも収益化が可能というわけだ。

モビリティ業界において、OEMがOTAビ
ジネスで成功するためのポイントも共通する
のではないかと筆者は考える。具体的には次
のように進めるべきではないか。

（1）	 車載OS・ソフトウエア開発ツール群を

	 オープン化・提供

自社主導で車載OS・ソフトウエア開発ツ
ールを開発・提供することで、自社の都合に
合わせてソフトウエアをプリインストールす
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ッジをかけながらソフトウエア資産を積み上
げ、参入障壁をつくっていく。その際には

（ 2 ）と同様に、品質が担保されていること
を認定する試験の仕組みが必要である。

（4）	 デファクト化・競争優位性を築いた上で

	 収益化

上記のステップを踏んでデファクト化した
段階で収益化を図る。（ 1 ）（ 2 ）（ 3 ）でOTA
ビジネスの根幹を担うことができれば、（ 1 ）
の定期更新や（ 2 ）の試験料、（ 3 ）のプラ
ットフォーム手数料収入など、マネタイズの
方法は複数考えられる。

このステップでやはり重要なのは、前述の
通り、自社主導でOS・ツールをオープン化・
提供することと、他力でソフトウエア資産を
構築できる仕組みをいち早くつくることであ

ることができ、自社サービスへの誘導を効率
的に行うことができる。その際には開発者が
使いやすいツール群や車載品質の担保された
OSであることがマストである。

（2）	 車載品質を担保するための

	 ハードウエア要件をルール化

車載OSを他社の車両に搭載する際には、
車載品質を担保するためのハードウエア要件
を定め、試験を実施する。これによって品質
の担保と、自社サービスとの互換性の確認が
両立できる。

（3）	 ソフトウエアをOTAで販売できる

	 プラットフォームを運営

オープン化したOS・ツール群で開発され
たソフトウエアを販売できるプラットフォー
ムを運営する。これによって、他力でレバレ

図3　スマートフォン／ PCの事例に共通する構造

事例① スマートフォン・アプリ 事例② PC・資料作成ソフト

ツール提供者 ● Google

● スマートフォンベンダー
● アプリベンダー

● 多様なAndroidアプリ

● スマートフォンユーザー

● AOSP
　 （Androidオープンソースプロジェクト）
● GMS
　 （Googleモバイルサービス）

● Microsoft

● ビジネスパーソン
　（Office製品で資料を作成する人）

● Wordファイル、Excelファイル、 
　PowerPointファイルなど

● ビジネスパーソン
　（Office製品で作成された資料を閲覧する人）

● Windows
● Office製品 （Word、Excel、PowerPointなど）開発ツール

ソフトウエア開発者

ソフトウエア資産

エンドユーザー
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なる。
たとえば、モビリティ業界では、デジタル

化の大きな変化の一つとして、自動車OEM
やモビリティカンパニーの「顧客とつながり
続ける」性質が高まってきている。購入前の
情報提供、見積提供、コネクテッドサービス
を通じた購入後の顧客最適なアフターメンテ
ナンスや金融サービス、移動状況に応じたレ
ンタルやシェアリングサービス提案、顧客タ
イミングに合わせた買い換え提案など、個人
の利用状況、特性に応じたサービスビジネス
が拡大しつつある。

今後、製品は品質や機能の付加価値を高
め、サービスでは顧客やユーザーのオペレー
ション、利用の可視化、最適化を図り、ライ
フサイクルサポートを実現することが必要と
なる。また、顧客やユーザーの抱えている課
題について、自社の製品に限らず、顧客のバ
リューチェーン全体まで視点を拡張し、解決
手段を提供していくことが予想される。

自動車モビリティや建設機械業界などで
は、利用や稼働データに基づく予兆保全や最
適車両や台数の提案、リース顧客に対する付
帯サービス展開、利用頻度や期間に応じた最
適なレンタル・シェアリングサービスの提供
などが期待される。これまでは、データの管
理や顧客の稼働状況を継続的に把握する手段
が限られていたが、今後はその手段が浸透し
てくる。ハードウエアの開発、調達・生産も
障壁が低くなる傾向の中で、重要となるのは
顧客を理解すること、顧客の課題を把握する
こと、その解決のために製品、サービス、ソ
リューションを提供し続け、さらに顧客に対
してより高度な支援をライフサイクル全体、
バリューチェーン全体を見ながらすることで

る。先んじてOSやツールを提供することで
デファクトスタンダードの位置を確保し、ソ
フトウエア資産によって参入障壁を築くとい
うビジネスモデルは、従来のハードウエア売
り切りモデルとは一線を画するものであり、
乗り遅れれば勝者総取りで、後発では追いつ
けないものになる可能性がある。

Ⅳ	製造業の取るべき方向性と
	 その課題

本章では、Google Automotive Serviceの
動向やOTAビジネスの潮流を踏まえ、製造
業の取るべき方向性について概説する。

1	 継続的付加価値ビジネスと
	 そのコンセプト

製造業の今後のビジネスで重要となるの
は、顧客とつながり、関係を継続的に構築す
ることである。顧客の課題を起点に、自社の
製品範囲に留まらず、顧客のバリューチェー
ン全体にスコープを拡大し、顧客の課題やペ
インポイントを解決し続けるということであ
る。

そのためには、製品（ハードウエア）、サ
ービス、ソリューションの 3 つの要素が必要
となる。製品、サービス、ソリューションの
3 つの観点から、顧客との関係性を高める必
要がある。製品のハードウエアをスタートと
して、サービスにより製品利用・稼働の最適
化、ソリューション展開へと高めていくコン
セプトが重要となる。

そこでは顧客を押さえること、顧客の課題
を捉えること、バリューチェーンを拡大・連
携して、顧客の問題を解決する考えが大切と
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制の構築、さらには利用やリペア、再生まで
のバリューチェーンの統合やビジネスモデル
の変革までを伴う概念である。企業にとって
は、サーキュラーエコノミー・ループの構築
は、顧客との関係を継続的に獲得することを
意味する。従来はサービス提供の範囲外であ
ったバリューチェーンの付加価値の取り込み
が可能となる。また、製品や機器の売り切り
である大量消費を前提としたリニアエコノミ
ーとは異なり、次世代製品やサービスへの次
のアップデート、交換製品・部品のリサイク
ルと同時に代替リサイクルやリユースへの活
用、また、製品やサービスの運用までを含め
たTCO（Total Cost of Ownership）の 制 御
や改善提案など、企業にとっては継続的な付
加価値を得る事業機会と捉えることができる。

製造業においても、自動車メーカーのボル
ボやBMWらは、サーキュラーエコノミー戦
略を対外的に発表しており、CEは、各社の
環境戦略、マーケティングやIR戦略の重要
なテーマとなってきている。継続的付加価値
提供ビジネスの実現に向けて、サービスやソ
リューションを通じた製品の高度化、高度化
した製品に基づくサービスやソリューション
展開というループを構築することが課題とな
る。製品開発だけの事業スコープでは、新興
メーカーとの開発や生産のコスト競争とな
り、競争優位性を維持し続けることが難しく
なる可能性が高い。

また今後は、生産性や効率性、コスト削減
といった課題のほかに、顧客の環境へのサス
テナビリティ実現やカーボンニュートラル貢
献の支援といった点も、顧客の課題解決のス
コープに含まれると考えられる。顧客の業
界、顧客の事業展開地域や社会という観点も

ある。
製品販売を起点にして、顧客への継続的付

加価値を提供するビジネスへの転換が必要と
なる。バリューチェーンビジネス、さらに循
環型ビジネスへの発展が期待される。

2	 バリューチェーンビジネスから
	 循環型ビジネスへの発展、
	 実現の課題

バリューチェーンビジネスを推し進める
と、サーキュラーエコノミー（以下、CE）
のような循環型ビジネスへと発展する可能性
がある。

サーキューラーエコノミーは、大量消費の
線形型経済システムの中で活用されることな
く廃棄されていた製品や原材料などを新たな
資源と捉え、資源を循環させる経済の仕組み
を指す。欧州を中心にエレン・マッカーサー
財団（以下、EMF）、企業、標準化団体、
国・自治体などが推進している。循環社会経
済を構築することで、環境コスト、原材料コ
スト、個人・行政支出を減らし、経済発展と
環境、持続性のある社会の実現に貢献すると
して期待されている。

たとえば、Microsoft、Amazon、BASF、
3Mといった代表的なグローバル企業がCE活
動に参画している。EMFは、CEは 3 つの原
則、「廃棄物や汚染をなくす」「製品や材料を
継続的に利用する」「資源を再生する」から
成り立っていると提言している。原材料や再
生材料の継続的なバリューサイクルの概念と
して捉えることができる。

CEは、企業の製品の部品のリサイクルやリ
ユースなどの資源効率化の取り組みにとどま
らず、CEを前提とした設計や調達、生産体
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含め、継続的付加価値ビジネスや循環型ビジ
ネスを展開していく必要がある（図 4 ）。
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図4　顧客との関係性強化の例：コマツのバリューチェーンビジネス

バリューチェーンビジネスの出発点
長期的な関係性構築の第一歩

KOMTRAXデータで
顧客の生産性向上をサポート

新車販売

オペレーション
支援

修理・
メンテナンス レンタル・リース

サービス契約中古車販売

延長保証プログラムで
機械の健康状態を維持

機械の状態を良好に保つことで
より高い再販価格を実現

KOMTRAXを活用し
機械の健康状態をデータで監視

良質のレンタル機材を提供

出所）「コマツレポート2020」より作成
 https://assets.minkabu.jp/news/article_media_content/urn:newsml:tdnet.info:20200831487724/140120200831487724.pdf


